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 報告第 ２ 号関係  

 

件   名 
専決処分の報告について 

（八幡浜市市税条例等の一部を改正する条例の制定について） 

担 当 課 総務部 税務課 

根拠法令等 ・地方税法（昭和２５年法律第２２６号）（以下「法」という。） 

施 行 日 

平成３１年４月１日 

（【改正の概要】の表の法令・施行日欄に※施行日の記載のあるもの

を除く。） 

 

【改正の概要】 

⑴ 個人住民税の見直し（未婚のひとり親に対する非課税措置の導入、ふるさと納税見直しに 

伴う規定の整備、住宅ローン減税拡充に伴う規定の整備） 

⑵ 軽自動車税の見直し（環境性能割の臨時的軽減、種別割のグリーン化特例見直し） 

⑶ 固定資産税の見直し（法令改正に伴う規定の整備） 

 

 
条例番号・見出し 法令・施行日 改正の概要 

市

民

税 

第24条① 

【個人の市民税の非

課税の範囲】 

法第295条① 

※H33.1.1施行 

未婚のひとり親に対する非課税措置の導入。 

※児童扶養手当を受けているひとり親（前年の合計所

得金額135万円以下）に対し個人住民税の非課税措

置を講ずる（平成33年度分個人住民税～）。 

（第3条改正） 

第34条⑦ 

【寄附金税額控除】 

法第314条⑦ 

※H31.6.1施行 

ふるさと納税の見直しに伴う関係規定の整備。 

※ふるさと納税による寄附金税額控除について、特例

控除額の措置対象を総務大臣が指定する地方公共

団体に対する寄附金（特例控除対象寄附金）とする

ことに伴う字句等の整備。 

附則第９条 

【市民税に係る寄附

金控除額に係る申

告の特例等】 

法附則第７条 

※H31.6.1施行 

附則第９条の２ 法附則第７条の２④ 

※H31.6.1施行 

附則第７条の３の

２ 

法附則第５条の４の

２ 

 

住宅ローン減税の拡充（消費税率引上げに伴う対策） 

※住宅ローン控除改正により延長される控除期間（現

行10年を13年間）において、所得税額から控除しき

れない額について、現行制度と同じ控除限度額（所

得税の課税総所得金額等×７％）の範囲内におい

て、個人住民税額から控除する（個人住民税の減収

額は、全額国費で補てん）。 

第36条の２ 

【市民税の申告】 

法第317条の２ 

※H32.1.1施行 

申告書記載事項の簡素化。 

（第2条改正） 

第36条の４① 

【市民税に係る不申

告に関する過料】 

法第317条の５ 

※H32.1.1施行 

－1－



第 36 条の３の２① 

【個人の市民税に係

る給与所得者の扶養

親族申告書】 

法第 317 条の３の２① 

※H32.1.1 施行 

単身児童扶養者の扶養親族申告書記載事項への追加。 

（第 2条改正） 

 

第36条の３の３ 

【市民税に係る公的

年金等受給者の扶

養親族申告書】 

法第317条の３の３ 

※H32.1.1施行 

軽

自

動

車 

税 

附則第15条の２ 

【軽自動車税の環

境性能割の非課

税】 

法附則第29条の８の

２ 

※H31.10.1施行 

平成31年10月1日から創設される軽自動車税・環境性

能割（旧自動車取得税）の臨時的軽減（消費税率引上

げに伴う対策）。 

※自動車取得時の負担感を緩和するためH31.10.1～

H32.9.30に取得した自家用乗用車について環境性

能割の税率を１％分軽減（地方税の減収は、全額国

費で補てん）。 

区分 税率 
臨時的 
軽 減 

電気自動車、天然ガス自動車 
2020年度燃費基準＋10％達成 

非課税 非課税 

2020年度燃費基準達成 1.0％ 非課税 

上記以外 2.0％ 1.0％ 

（第2条改正） 

附則第15条の２の

２ 

【軽自動車税の環

境性能割の賦課徴

収の特例】 

法附則第29条の９ 

※H31.10.1施行 

附則第15条の６ 

【軽自動車税の環

境性能割の税率の

特例】 

法附則第29条の18 

※H31.10.1施行 

附則第16条 

【軽自動車税の種

別割の税率の特

例】 

法附則第30条 

第１条※H31.4.1施行 

第２条※H31.10.1施行 

第３条※H33.4.1施行 

軽自動車税・種別割のグリーン化特例（軽課）につい

て、改正前の制度を平成33年3月31日まで2年延長した

上で、平成33・34年度に取得した自家用乗用車におけ

る適用対象を電気自動車・天然ガス自動車に限定。 

※グリーン化特例：排出ガス・燃費性能に優れた自動

車に対して、性能に応じて自動車税・軽自動車税を

軽減（軽課）するとともに一定年数を経過した車に

対しては同税を重く（重課）するもの 

（第1条・第2条・第3条改正） 

附則第 16 条の2 

【軽自動車税の種

別割の賦課徴収の

特例 】 

法附則第30条の２ 

第１条※H31.4.1施行 

第２条※H31.10.1施行 

第３条※H33.4.1施行 

平成28年改正条例

第１条の２ 

平成28年改正法第２

条 

規定の整備。 

（第4条改正） 

固

定

資

産

税 

附則第10条の３⑥ 

【新築住宅等に対

する固定資産税の

減額を受けようと

する者がすべき申

告】 

法附則第15条の８④ 高規格堤防整備事業に伴う代替家屋に係る固定資産

税額の減額措置の適用に関する規定新設（現在四国に

は該当事業なし）。 
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附則第10条の２ 

【法附則第15条第

２項第１号等の条

例で定める割合】 

法附則第15条 法律、政令改正にあわせた規定の整備。 

（法律の項ズレ、政令の項ズレ、条例の項ズレ等） 

附則第10条の３⑦

～⑨ 

法附則第15条の９  

附則第 10条の３

⑩、⑪ 

法附則第15条の９の

２ 

 

附則第10条の３⑫ 法附則第15条の10 

附則第10条の３⑬ 法附則第15条の11 

納

税

環

境

整

備 

平成30年改正条例

第１条 

平成30年改正法第１

条 

※H32.4.1施行 

大法人に対する法人住民税等に係る電子申告が平成

32年4月から義務化されることに伴い、電気通信回線

の故障や災害等の理由により電子申告が困難な場合

は、申告書等を書面により提出することができるなど

の追加措置（平成30年改正条例に規定を追加）。 

（第5条改正） 

平成30年改正条例

附則第１条 

平成30年改正法附則

第１条 

平成30年改正条例

附則第２条 

平成30年改正法附則

第２条 
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 報告第 ３ 号関係  

件   名 
専決処分の報告について 

（八幡浜市都市計画税条例の一部を改正する条例の制定について） 

担 当 課 総務部 税務課 

根拠法令等 ・地方税法（昭和２５年法律第２２６号）（以下「法」という。） 

施 行 日 平成３１年４月１日 

 

【改正の概要】 

 地方税法改正にあわせて改正 

  

条例番号・見出し 法令 改正の概要 

附則第５項 

【法附則第15条第19項

の条例で定める割合】 

法附則第15条⑲ 法律改正にあわせて改正（法附則の項ズレ） 

附則第６項 

【法附則第15条第40項

の条例で定める割合】 

法附則第15条㊵ 法律改正にあわせて改正（法附則の項ズレ） 

附則第７項 

【法附則第15条第44項

の条例で定める割合】 

法附則第15条㊹ 法律改正にあわせて改正（法附則の項ズレ） 

附則第８項 

【法附則第15条第45項

の条例で定める割合】 

法附則第15条㊺ 法律改正にあわせて改正（法附則の項ズレ） 

附則第１７項  法律改正にあわせて改正（法附則の項ズレ） 
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 報告第 ４ 号関係  

件   名 
専決処分の報告について 

（八幡浜市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について）  

担 当 課 総務部 税務課 

根拠法令等 
・地方税法（昭和２５年法律第２２６号）（以下「法」という。） 

・地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）（以下「令」という。） 

施 行 日 平成３１年４月１日 

 

【改正の概要】 

 基礎課税限度額の引上げ及び軽減措置に係る判定所得の変更。 

 

条例番号・見出し 法令 改正の概要 

第2条  

【課税額】 

法第703条の４ 

令第56の88の2 

基礎課税限度額の引上げ。 

「58万円」→「61万円」 

第23条  

【国民健康保険税

の減額】 

法第703条の５ 

令第56の89 

軽減措置に係る軽減判定所得の変更。 

○５割軽減対象世帯 

「27万5千円」→「28万円」 

 ※該当世帯＜33万円＋（28万円×世帯員数） 

○２割軽減対象世帯 

「50万円」→「51万円」 

※該当世帯＜33万円＋（51万円×世帯員数） 
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 議案第 㸯 号関係  

 

件   名 八幡浜港フェリ࣮岸壁築造工事㸦そࡢ㸳㸧請㈇契約ࡢ締結につい  ࡚

担 当 課 企画㈈政部 ㈈政課 

根拠法令等 

࣭地方自治法㸦昭和 22 ᖺ法律第 67 号㸧第 96 条第 1 項第 5 号 

࣭八幡浜市議会ࡢ議決に付すべき契約及び㈈産ࡢ取得又ࡣ処分に

関すࡿ条例㸦ᖹ成 17 ᖺ条例第 52 号㸧第 2 条 

 

࠙概要ࠚ 

㸯．工事番号 30 港整第 2号31ࠊ 港整第 1号 

 

㸰．工事名称 八幡浜港フェリ࣮岸壁築造工事㸦そࡢ㸳㸧 

 

㸱．工事期間 令和元ᖺ㸴月 日 ～ 令和㸰ᖺ㸱月㸱㸯日 

 

㸲．予定価格 㸷㸯㸵，㸰㸯㸮，㸳㸰㸮෇㸦ෆ消費税等㸴㸵，㸷㸲㸯，㸳㸰㸮෇㸧 

 

㸳．請㈇金額 㸶㸳㸰，㸯㸰㸮，㸮㸮㸮෇㸦ෆ消費税等㸴㸱，㸯㸰㸮，㸮㸮㸮෇㸧 

 

㸴．請㈇業者 瀬戸建設株式会社 

 

㸵．施工場所 八幡浜市沖新田地区 

 

㸶．工事概要 フェリ࣮岸壁築造にあたࡾ鋼管杭打設工及び基礎捨石ࡢ施工を実施

すࠋࡿ 

  <工事数量> 

  ࣭鋼管杭打設工 鋼管φ1,500㸸３=50 本 

        [鋼管杭打設ࡣ本工事に࡚全数量完了] 

  ࣭基礎捨石㸦1～200kg/個㸧㸸14,884m3 。全体ࡢ約 1【％) 

    [H30 ᖺ度ま࡛に実施済 24,380m3。全体ࡢ約 2【財)  全体数量約 93,000m3] 

 

㸷．フェリ࣮岸壁ࡢ諸元㸦参考㸧 

 

形式 構造 バ࣮ス数 

桟橋式 鋼杭式 2 バ࣮ス 
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様式第㸲号㸦第㸱条関係㸧

ࠉ

財政課入ᮐ執行担当課

ࠉ

ࠉ ࠉ ࠉ

ࠉ
ࠉ ࠉ ࠉ

ࠉ ࠉ

ࠉ
円

ࠉ
円

ࠉ

ࠉ ࠉ ࠉ
ࠉ ࠉ

ࠉ

ࠋࡿ価格࡛あࡿ申込みに係ࡢ会計法規上ࡀ捨࡚た金額㸧ࡾ端数金額をษࡢそࠊࡣ

ࠉ ࠉ ࠉ ࠉࠉ
ࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ ࠉ

ࠉ ࠉ
ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ ࠉ ࠉ
ࠉ ࠉ

ࠉ
ࠉ

ࠉ

ࠉ ࠉ

ࠉ
ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ
ࠉ

ࠉ ࠉ ࠉ

ࠉ

円

ࠉ

ࠉ

ࠉ ࠉ
ࠉ

ࠉ ࠉ
ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ
ࠉ

円

ࠉ

ࠉ
ࠉ ࠉ

ࠉ

ࠉ
ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ ࠉ

ࠉ

ࠉࠉ

円

円

円

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

円

ࠉ

ࠉ

ࠉ

入 ᮐ 者
住 所氏 名

愛媛県ඵ幡浜市郷4番耕地370番地10瀬戸建設。株)ࠉࠉ 789,000,000 ࠉ
円 ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ ࠉ

ࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉ

ࠉ

入 ᮐ 高

円

ࠉ

ࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉࠉࠉ ࠉ

ࠉ ࠉ

円 ࠉࠉ

ࠉ ࠉ ࠉ

落ᮐ ࠉࠉ ࠉࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉ

ࠉ
ࠉ

ࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉ

ࠉࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉࠉࠉ

ࠉ

工 事 概 要

ࠉ

ࠉ ࠉ
円
ࠉ

ࠉ ࠉ

ண 定 価 格

円
807,000,000 ࠉࠉ(堀田建設。株ࠉ 愛媛県ඵ幡浜市郷1番耕地12番地1

第 㸯 回

。事後බ表)

。 工 事 番 号 ) 30港整第2号31ࠊ港整第1号

工 事 名 ඵ幡浜港フェリー岸壁築造工事㸦そࡢ㸳㸧

工 事 種 別

調査基準価格

落 ᮐ 金 額
工 事 ࡢ 着 手 及 び
完 成 年 月 日

工 事 箇 所 ඵ幡浜市沖新田

入 ᮐ 日 時

落 ᮐ 者

午前㸯㸮時㸮㸮ศ令和元年  㸳月㸯㸲日。火)

ࠉ
円

円

[税抜が

ࠉ
円

円
ࠉ

ࠉ

ࠉ

円

ࠉ

円

円

ࠉ

ࠉ

円

円

ࠉ

ࠉ

円
ࠉ
円

ࠉ

円
ࠉ

円

円

ࠉ

ࠉࠉ ࠉ

ࠉ
ࠉ

円
ࠉ

ࠉ ࠉ

ࠉ ࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ
ࠉ

ࠉࠉ

ࠉࠉ ࠉ

ࠉ

ࠉ
ࠉ ࠉ

ࠉ
ࠉ

ࠉ

ࠉ ࠉ ࠉ ࠉ ࠉ ࠉ

ࠉ ࠉࠉ
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[税込が

[税抜が

ࠉ ࠉ

ࠉ

ࠉ ࠉ

ࠉࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ

円

円

ࠉ

ࠉ

ࠉࠉ

ࠉ

ࠉ

ࠉ
ࠉ

ࠉ

ࠉࠉ
ࠉ

土木一式

瀬戸建設。株)。愛媛県ඵ幡浜市郷4番耕地370番地10)

一般競த入ᮐ結果調書

ࠉ ࠉ

ࠉ

ࠉࠉ

ࠉ
ࠉ

ࠉ ࠉ

ࡁ࡜ࡿあࡀ端数ࡢ額を加算した金額㸦当該金額に㸯円未満ࡿ㸶に相当すࡢ㸯㸮㸮ศࡢ当該金額ࠊ上記金額にࠉ

令和元年ࠉ㸳月㸯㸲日

￥㸶㸳㸰㸪㸯㸰㸮㸪㸮㸮㸮㸫

￥㸶㸲㸷㸪㸰㸴㸷㸪㸮㸮㸮㸫

￥㸵㸴㸳㸪㸮㸰㸴㸪㸶㸰㸲㸫

他

契約日ࡢ翌日 ～ 令和  㸰年  㸱月㸱㸯日。火)
鋼杭工 。鋼杭φ1,500)50=３ࠉᮏࠊ基礎捨石ࠉV=14,884m3
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152m

135m 17m

10m23m 125m

158m

岸壁䠄-6.0m䠅延長182m

䠄船首尾部30m含䠅

岸壁䠄-6.0m䠅延長188m

䠄船首尾部 30m含䠅

1
0
m

1
0
m2
0
m

杭打設 50本

ᖹ面図

ᖹ成30ᖺ度迄施工

௧和元ᖺ度施工予定箇所

௧和元ᖺ度 工事施工箇所

－
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基礎捨石

粘性土䠄Ac䠅

N=2

砂礫層䠄Dg1䠅

N=35

粘性土䠄Dc䠅

N=11

工学的基盤層䠄Dg2䠅

N=50௨上

▽+4.00

▽-56.70
▽-55.40

▽-53.70
▽-52.60

䠄既設䠅基礎捨石

鋼管杭 φ1500

▽-13.50

▽-8.00

▽-14.00

▽-43.60

▽-31.05

▽-55.13

▽-18.60

▽-13.00

▽-10.00 ▽-9.00

基礎捨石工杭打設

縦断図

ᖹ成30ᖺ度迄施工

௧和元ᖺ度施工予定箇所

௧和元ᖺ度 工事施工箇所

－
1
0
－



課税免除・不均一課税関係条例比較表

条例名
固定資産税

＜条例番号＞
要件

＜法令＞

【離島振興対策実施地域】
大島

課税免除（3年）

＜条例第3条＞

・青色申告をしている個人又は法人

・事業用資産（建物・その付属設備、機械・装置、構築
物）を新設又は増設

・取得価額の合計が500万円以上
　※製造業・旅館業の法人
　　 資本金5千万円超１億円以下：1,000万円以上
　　　　　　  １億円超　　    　　　　 ：2,000万円以上

＜離島振興法第20条、同法第20条に規定する省令＞

【半島振興対策実施地域】
市内全域

不均一課税（3年）
　1年目( 0 )
　2年目(1/4)
　3年目(1/2)

＜条例第４条＞

・青色申告をしている個人又は法人

・事業用資産（建物・その付属設備、機械・装置、構築
物）を新設又は増設

・取得価額の合計が500万円以上
　※製造業・旅館業の法人
　　 資本金１千万円超５千万円以下：1,000万円以上
　　　　　　  ５千万円超　　    　　　　 ：2,000万円以上

＜半島振興法第17条、同法第17条に規定する省令＞

過疎地域自立促進特別措置法に
基づく固定資産税の課税免除に関
する条例

課税免除（3年）

・青色申告をしている個人又は法人

・事業用資産（建物・その付属設備、償却資産）を新設
又は増設

・取得価額の合計が2,700万円超

八幡浜市地方活力向上地域にお
ける固定資産税の課税免除及び不
均一課税に関する条例

【移転型】
課税免除（3年）

【拡充型】
不均一課税（3年）
　1年目(1/10)
　2年目(1/3)
　3年目(2/3)

・県の地域再生計画に「地方活力向上区域」として認定
された区域において、本社機能の整備にあたり県知事
の認定を受けたもの

・特定業務施設（建物・その付属設備、償却資産）を新
設又は増設

・取得価額の合計が3,800万円以上
　（中小事業者等は1,900万円）

八幡浜市企業等誘致促進条例
（※上記条例との併用×）

課税免除（3年）

・指定地域内（都市計画法に規定する工業・準工業地
域、市長が適当と認める地域）において営業をする事
業者

・事業所を新設、増設、移転、老朽施設の更新

・投下固定資産額が2,000万円以上

・常時従業員数が3人以上

【新条例】
八幡浜市離島振興対策実施地域
及び半島振興対策実施地域にお
ける固定資産税の課税免除及び不
均一課税に関する条例

施 行 日 公布の日（令和２年度以後の年度分の固定資産税について適用）

議案第 ４ 号　関係

件 名
八幡浜市離島振興対策実施地域及び半島振興対策実施地域における固定資産税の課税免除及び不均
一課税に関する条例の制定について

担 当 課 総務部　税務課

根拠法 令等 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第６条　他

－11－



対象業種 減収補てん等 市税以外の措置等 備考

【県税】
不動産取得税、事業
税の課税免除

【その他】
所得税・法人税割増償
却

現時点での申請情報なし

【県税】
不動産取得税、事業
税の不均一課税

【その他】
所得税・法人税割増償
却

現時点での申請情報なし 

・製造業
・旅館業　（下宿営業×）
・農林水産物等販売業

同上
（75％）

【県税】
不動産取得税、事業
税の課税免除

【その他】
所得税・法人税特別償
却、事業用資産買換
え特例

施行日：Ｈ17.3.28

【合併後】
八水蒲鉾㈱（水産練り製品製造業）
オレンジベイフーズ㈱（肉加工品製造業）
㈱ステップコミュニケーション（旅館業）
西南開発㈱（食料品製造業（ミネラルウォーター））

・業種制約なし
※工場、店舗は対象外

同上
（75％）

【県税】
不動産取得税、事業
税の不均一課税

【その他】
オフィス減税、雇用促
進減税、債務保証

施行日：Ｈ29.1.1

現時点で適用事例なし

・製造業
・情報通信業
・運輸業
・卸売業、小売業
・学術・開発研究機関
・宿泊業
・娯楽業
・医療、福祉

特別交付税措
置
　 （5％）

【奨励措置】
企業等立地促進奨励
金（移転×）
雇用促進奨励金

施行日：Ｈ17.3.28

【合併後】
㈱ベルワイド　おるde新町（介護付有料老人ホーム)
㈱えひめフーズ（食料品製造業）
㈱ＵＦＣプロダクツ（オーラルケア用品製造業）

・製造業
・旅館業　（下宿営業×）
・農林水産物等販売業
・情報サービス業等

地方（普通）交
付税の減収補
てん措置
　 （75％）

－12－



8

9

10

12

13

14

15

16

18

19

20

22

23

25

根拠法令等

八幡浜市地域交流拠点施設の設置及び管理に関する条例 政策推進課 みなと交流館使用料

27 八幡浜港港湾施設の管理及び利用に関する条例 水産港湾課
港湾施設占用料

消費税法等の一部改正に伴う関係条例の一部改正

下記所管課参照

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

令和元年１０月１日（一部、消費税関連以外の部分については、別に施行期日あり）

市
民
福
祉
部

産
業
建
設
部

所
管
部

企
画
財
政
部

八幡浜市小規模下水道条例 下水道課 小規模下水道使用料

施設使用料

施設使用料

施設使用料、機器使用料

占用料

流水占用料

駐車場使用料

し尿・浄化槽汚泥処理手数料

17 八幡浜市水産物地方卸売市場条例

八幡浜市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例 生活環境課
動物死体処理手数料

家庭系粗大ごみ処理手数料
11

施設等使用料水産港湾課

施設使用料、機器使用料農林課

生活環境課

建設課

一般廃棄物処理手数料

火葬場等使用料

公共物使用料

議案第８号から議案第４５号まで関係

八幡浜市庁舎の目的外使用に関する条例 財政課

担 当 課

施 行 日

件 名

戸別合併処理浄化槽使用料

施設使用料

建設残土処理場使用料

議
案
番
号

対象となる
使用料等の種類

行政財産使用料

庁舎の目的外使用料

対象となる条例名 所管課

財政課八幡浜市行政財産使用料条例

水産港湾課

八幡浜市駐車場条例 商工観光課

建設課

建設課

下水道課

水産港湾課

24 建設課

26

21

下水道課

農林課

水産港湾課八幡浜市海産物直売所の設置及び管理に関する条例

シーフードセンター八幡浜の設置及び管理に関する条例

八幡浜市建設残土処理場管理条例

八幡浜市道路占用料徴収条例

八幡浜市下水道条例

八幡浜市準用河川条例

八幡浜市火葬場条例

八幡浜市公共物管理条例

八幡浜市戸別合併処理浄化槽の設置及び管理に関する条例

みかんの里宿泊・合宿施設の設置及び管理に関する条例

八幡浜市農産物加工施設の設置及び管理に関する条例

八幡浜市水産加工センター設置及び管理条例

下水道使用料

港湾施設使用料

使用料

土砂採取料等

－13－



改正内容について

⑴ 内税方式のもの

①　現行の金額を1.08で割り戻して税抜価格を算出

②　①の税抜価格に1.10を乗じて得た価格を下記により端数処理（概ね、10円未満四捨五入）

⑵ 外税方式のもの

「1.08」又は「100分の108」とあるのを、それぞれ「1.10」又は「100分の110」に改める

内 8

内 9

内 10

内

内

内

内

内 12

外 13

内 14

内 15

内 16

内 18

内 19

内 20

内 22

外 23

内

外

内

外 25

内

内 外 小数第２位を四捨五入するものあり
27

1円未満 切り捨て

2110円未満

内

内

1円未満 四捨五入

10円未満 四捨五入

10円未満 四捨五入

10円未満 四捨五入
基本料金のみ（超過料金は端数処理の
関係上、同額のため改正なし）

定期駐車以外の駐車（時間貸し）
における使用料の上限額の設定

その他の改正

議
案
番
号

販売手数料規定の明確化

11

切り捨て 占用期間が１月未満の場合のみ課税対象

1円未満 四捨五入 １月未満の使用は、小数第３位を四捨五入

1円未満 四捨五入

10円未満 切り捨て

10円未満 四捨五入

四捨五入
定期駐車をする場合
北浜立体駐車場１、２階（フロア貸し）

26

10円未満 四捨五入

1円未満

10円未満 四捨五入

10円未満 四捨五入 海産物直売所、飲食施設

端数処理 不要

駐車場、貯氷庫、連絡事務所、
倉庫、資材置場

10円未満 四捨五入

10円未満 四捨五入

端数処理 不要

10円未満 四捨五入 大人、子供、死産児は非課税

1円未満 切り捨て 使用期間が１月未満の場合のみ課税対象

10円未満 四捨五入 多目的ホール、会議室

1円未満 四捨五入 端数処理の関係上、燃やすごみ袋（大）のみ

備考

課税内容

10円未満 四捨五入

端数処理
内税
外税

自動販売機

10円未満 四捨五入 食堂、現金自動預入払機敷

17内

四捨五入

占用期間が１月未満の場合のみ課税対象 241円未満 切り捨て

1円未満
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所
管
部

議
案
番
号

対象となる
使用料等の種類

対象となる条例名 所管課

28

31

34

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

水域・公共空地占用料

土砂等採取料

物揚場占用料

35 市立八幡浜総合病院使用料及び手数料条例 市立病院 使用料及び手数料

産
業
建
設
部

市立
病院

教
育
委
員
会

土砂等採取料
29 八幡浜港港湾区域内の行為規制に関する条例

加入金

施設使用料

施設使用料

施設使用料

施設使用料

施設使用料

施設使用料

施設使用料

施設使用料

施設使用料

楠町物流倉庫使用料

水域等占用料

施設使用料

施設使用料等

施設使用料

水道料金、メーター使用料

施設使用料

水道料金、メーター使用料

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

水産港湾課

水産港湾課

水道課

水産港湾課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

33 八幡浜市水道事業給水条例

30 八幡浜市漁港管理条例 水産港湾課

八幡浜市立学校体育施設使用料条例

旧白石和太郎洋館設置条例

八幡浜市営庭球場設置及び管理条例

八幡浜市立武道館設置及び管理条例

八幡浜市楠町物流倉庫の管理及び利用に関する条例

建設課

生涯学習課

生涯学習課

水道課

生涯学習課

八幡浜市社会体育施設条例

八幡浜市民スポーツセンター条例

八幡浜市民スポーツパークの設置及び管理に関する条例

八幡浜市双岩コミュニティ公園の設置及び管理に関する条例

八幡浜市簡易水道条例

八幡浜市文化会館設置及び管理条例

八幡浜市立公民館条例

八幡浜市カルチャーアイランド２１条例

32 八幡浜市都市公園条例
生涯学習課 運動広場施設使用料

－15－



その他の改正

議
案
番
号

備考

課税内容

端数処理
内税
外税

内 28

外

内

内

外

内

外

内 31

内

内

外

外

外 34

内 36

内 37

内 38

内 39

内 40

内 41

内 42

内 43

内 44

内 45

漁港施設占用許可期間の延長
　　　　　　　（公布の日施行）

10円未満 切り捨て 占用期間が１月未満の場合のみ課税対象

30
0.01円未満 四捨五入 １円未満を四捨五入するものあり

0.1円未満 四捨五入 １円未満を四捨五入するものあり
29

四捨五入

35

端数処理

外 1円未満
引用する厚生労働省告示の変更
　　　　　　　（公布の日施行）

10円未満 四捨五入 夜間照明施設、体育館照明施設

10円未満 四捨五入

10円未満 四捨五入

10円未満 四捨五入

10円未満 四捨五入 グラウンド

10円未満 四捨五入 多目的広場、休憩所

10円未満 四捨五入 照明施設

10円未満 四捨五入 体育館、温水プール

10円未満 四捨五入

10円未満 四捨五入 中央公民館、中央公民館保内別館

10円未満 切り捨て

切り捨て 個室使用料、文書料、施設使用料等

10円未満 四捨五入 使用期間が１月未満の場合のみ課税対象

10円未満 切り捨て

１円未満を四捨五入するものあり

10円未満 四捨五入 入場料、外釣り料

10円未満 切り捨て 占用期間が１月未満の場合のみ課税対象

不要

0.01円未満 四捨五入 使用期間が１月未満の場合のみ課税対象

10円未満 切り捨て 占用期間が１月未満の場合のみ課税対象

0.01円未満

33

32
10円未満 四捨五入
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